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1 目標等の設定

H30

R1

R2

各種関係団体における会員等に対
する関係情報の周知・啓蒙活動等
関係施設・事業者等における衛生管
理の徹底等

食品の安
全対策確

保

食品衛生対策の推進施 策 名

効果的な取組を検討して引き続き推進総合評価

1（5）Ｂ
２（２）Ｂ

１（5）Ｂ

令和２年度　基本評価調書

 Ｐｌａｎ　（目標管理型行政運営システム実施要領 別紙様式１）

照   会   先

保健福祉部所 管 部 局 施策コード作成責任者 保健福祉部長　三瓶　徹

健康安全局食品衛生課
　食品保健係（25-909）

関　係　課
1（5）B
2（2）B

食品衛生課
政策体系

コード

民間等の役割・取組等

1（5）Ｂ
［札幌市］
食品衛生監視指導計画の策定
市内食品施設の監視指導　など

道の役割・取組等

条例の整備
北海道食品衛生監視指導計画の策定　など

「と畜場法」及び「食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関
する法律」に基づく食肉及び食鳥検査の実施

道、保健所設置市、関係団体等と
連携し、施策の推進
関係法令の整備　など

［札幌市］
道と同様　条例整備　など

市町村の役割・取組等政策体系

現状と課題 施策目標 施策の予算額（千円）

580,747

582,986

施策のイメージ

609,401

・安全・安心でおいしい食の一大生産地として、我が国の食料自給に大きな役割を果
たしている本道の食関連産業は、本道経済を支える産業として重要な役割を担ってい
るが、その一方で、食品への信頼を揺るがす事件・事故が発生している。

・消費者に信頼される良質で安全・安心な食品の提供と豊かな食生活の実現に向け、
生産から流通、消費に至る各段階での食品の安全性・信頼性の確保や農林水産業・
農山漁村に対する理解促進、食育の推進に取り組む。
・食品関係施設へのHACCP導入促進など、食品の安全性確保対策に取り組む。

項目

食肉・食鳥
検査の実

施

国の役割・取組等

条例の整備
北海道食品衛生監視指導計画の策定
北海道ＨＡＣＣＰ自主衛生管理認証制度運用　など

HACCPの
導入促進

道、保健所設置市、関係団体等と
連携し、施策の推進
関係法令の整備　など

【 国 】

・施策の推進

【 北海道 】

・施設等への監視指導等の実施

【 札幌市等の保健所設置市】

・各市内の施設等への監視指導

等の実施

連携

連携

【 関係施設・事業者（関係団体会員）等 】

・衛生管理の徹底

・危害発生の未然防止対策等

施策目標
監視指導等

施策の推進

監視指導等
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 Ｐｌａｎ　（目標管理型行政運営システム実施要領 別紙様式１）  Ｄｏ & Ｃｈｅｃｋ　施策評価

１－２　取組の結果

令和２年度北海道食品衛
生監視指導計画を策定す
る際にパブリックコメントを
実施し（令和２年２月～３
月）、計画策定の参考とし
た。

食品衛生対策の推進 施策コード

【食肉・食鳥検査の実施】
○法に基づく食肉及び食鳥検査の実施はもとより、北海道食品衛生監視指導
計画に基づき、施設の衛生管理などの監視指導を実施する。

今年度の取組

今年度の取組

令和２年度　基本評価調書 施　策　名

実績と成果、新型コロナウイルス感染症の影響等
道民ニーズを
踏まえた対応

【食品の安全性確保対策】
・北海道食品衛生監視指導計画の策定に当たって、道民の意見を把握するためのパブ
リックコメントを実施した。また、同計画に基づき、食品関係施設に対する立入検査（57,821
件）、道内に流通する食品の検査（2,937検体）を実施した。
・施設監視等の機会に「食品衛生法の一部を改正する法律の周知」に関するリーフレット
の配布（29,487枚）を実施した。
（令和元年度）

<<新型コロナウイルス感染症の影響>>
北海道監視指導計画に基づく監視や検査を一部中止

令和２年度北海道食品衛
生監視指導計画を策定す
る際にパブリックコメントを
実施し（令和２年２月～３
月）、計画策定の参考とし
た。

令和元年度第１回北海道
食の安全・安心委員会にお
ける委員からの要望（令和
元年7月）
小規模施設のための
HACCPに係る小規模な講
習会の開催を検討いただき
たい。
→HACCPの考え方を取り
入れた衛生管理のための
講習会を開催するよう監視
指導計画に盛り込んだ。

1（5）B

政策体系
及び

関連計画等

-

【食品の安全性確保対策】
○北海道食品衛生監視指導計画に基づき、道民の健康保護及び道産食品の
安全性確保を目的として、食品関係施設の監視指導や、道内で流通する食品
等の検査を実施する。
○平成30年６月に「食品衛生法等の一部を改正する法律」が公布されたことか
ら、道内の食品事業者が改正法に円滑に対応できるよう、北海道食品衛生監
視指導計画の重点的な取組事項に「食品衛生法の一部を改正する法律の周
知」を掲げ、施設監視や講習会等の機会にリーフレットを配布するなどして、引
き続き、改正内容の周知を行う。

【HACCP導入促進】
◎HACCP制度化に向け、事業者向け講習会を開催するなどＨＡＣＣＰに沿った
自主衛生管理の導入を促進し、ＨＡＣＣＰに取り組む食品等事業者を増やして
いく。
〇再構築した北海道HACCPの周知、普及啓発を行うほか、食品等事業者への
技術的支援や人材育成に取り組む。
〇消費者の認知度を向上させるため、包括連携協定企業等とのイベント開催
や北海道HACCP認証食品のガイドブック作成配布、道HACCPのマスコット「ハ
サップくん」を活用した普及啓発を行う。
○北海道HACCPのPRや取組促進のため、北海道HACCP取組事例集を作成
する。
〇北海道食の輸出拡大戦略推進本部に参画し、関係部局と連携を図る。

【創生】
A3124
【公約】
C0110

-

【HACCP導入促進】
　道内の食品等事業者を対象としたHACCPの専門知識習得に係る講習会を行うととも
に、HACCPに沿った衛生管理の制度化に関するセミナーを実施した。
　　包括連携協定を活用し、道内企業及び消費者を対象にHACCPに関するPRを9回実施
したほか、北海道HACCP自主衛生管理認証制度を照会するガイドブックを道内企業及び
消費者を中心に10,000部配布し、普及啓発を行った。
　これらの結果、令和元年度は新たに103施設がHACCP手法による衛生管理を導入し、
道内の導入施設数は合計1,583施設となった。
　また、北海道食の輸出拡大戦略推進本部員会議において、関係部局の取組内容につ
いて情報共有した。
（令和元年度）

<<新型コロナウイルス感染症の影響>>
HACCPに関するPRを実施する予定であったイベントが一部中止となったほか、講習会開
催を一部見合わせている。

【食肉・食鳥検査の実施】
「と畜場法」及び「食鳥処理の事業及び食鳥検査に関する法律」に基づくと畜検査（牛：約
20万頭、豚：約120万頭等）及び食鳥検査（約4,180万羽）を実施し、食肉、食鳥肉の衛生を
確保した。（令和元年度）

1（5）B

-

1（5）B

1（5）B
【国費予算の提案・要望】
小規模事業者へのHACCP導入支援やHACCP制度化に対応した監視手法等の平準化を
国に要望（R2.7）し、国の予算で小規模事業者へのHACCP導入支援セミナーを開催した。



 Ｄｏ & Ｃｈｅｃｋ　施策評価

0704

　食の安全・安心の確保を推進するため、関係部局と連携しながら、
HACCPの推進を含めた食の安全に関する各種取組を実施する。
　環境生活部及び農政部とともに消費生活安定会議幹事会食品安全部会
を開催し、食品の安全性や品質等に関する消費者からの通報を関係部で
共有、一元的に管理するとともに、国等の関係機関と連携する。

0307

0601

水産林務部水産経営課

0501
0502
0503

0601

農政部食品政策課、農産振興課

道内の食品営業者で組織される（公社）北海道食品衛生協会と連
携し、食品衛生知識の普及啓発に努めるほか、食品営業者による
自主衛生管理の向上を図る。

地域・民間
1（5）B

（公社）北海道食品衛生協会

２　連携の状況　　　　　　　　　　　 ２－２　連携の取組状況

連携内容
連携先

 Ｐｌａｎ　（目標管理型行政運営システム実施要領 別紙様式１）

施策コード

連携種別
（政策体系）

毎月部会を開催し、食の安全性に関する通報について、関係機関が情報共
有し、適切な措置が実施されていることを確認した。

・経済部食関連産業室との間で打合せを実施し、HACCP導入促進について
検討を行った。
・農政部の道産食品独自認証制度で衛生要件に利用されている北海道
HACCP自主衛生管理認証制度に係り農政部と打合せ等を行い連携を図っ
た。
・水産林務部と連携し、EU向けに輸出するホタテガイの生産海域の管理を行
うとともに、対米・対EU輸出水産食品取扱施設に助言指導を行い、HACCPに
よる自主衛生管理の推進を図った。
・対EU輸出水産食品取扱施設１件について、新規認定を行った。
・北海道食の輸出拡大戦略推進本部員会議において、関係部局の取組内容
について情報共有した。

令和元年8月の食品衛生月間において、公益社団法人北海道食品衛生協会
と連携し、食品衛生に係る街頭啓発パレードや垂れ幕・のぼり等による広報
活動のほか、食品営業施設への巡回指導を実施した。

環境生活部自然環境課

経済部食関連産業室

施策・部局
1（5）B

施策・部局
1（5）B
2（2）B

　経済部、農政部及び水産林務部と連携して、HACCPによる自主衛生管
理の推進を図るなど、道産食品の安全性確保対策を実施する。

環境生活部消費者安全課

農政部食品政策課、農産振興課

施策・部局
－

取組の実績と成果、新型コロナウイルス感染症の影響

環境生活部自然環境課に対し、当課から必要な助言を行った。

関係部・関係課

　HACCP導入が認証条件となっている環境生活部のエゾシカ肉処理施設
認証事業と連携し、認証施設の増加を図る。

0302
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 Ｄｏ & Ｃｈｅｃｋ　施策評価
３　成果指標の設定 （H：平成、R:令和、大文字は年度、小文字は暦年） ３－２　成果指標の達成度合

● 本施策に成果指標を設定できない理由

 Ｐｌａｎ　（目標管理型行政運営システム実施要領 別紙様式１）

北海道総合計画

政策体系 増減方向

2（2）B 増加 (実績値／目標値)×100

主① 指標名

HACCP手法による衛生管理導入
施設数（累計）

〔指標の説明〕
HACCPによる衛生管理手法を導入している
施設の数
【アウトカム指標】
食品の安全性・信頼性を確保するため、目
標値を設定

〔指標の説明〕
北海道における食品工業の付加価値額（工
業統計から算出）
【アウトカム指標】
総合計画における施策の方向性「食品工業
の付加価値向上」の観点から、経済部の指
標を共有し設定

主② 指標名 今 年 度 の 目 標 最 終 目 標

1（5）B

根拠計画 達成率の算式増減方向

511 1,800 最終目標値

R5

根拠計画 達成率の算式

目 標 の 基 準

6,979 最終目標値 7,200

ｒ７

目標値

基準年度 ｈ26 年度 ｒ2 最終年度

基 準 値 5,748

食品工業の付加価値額（億円）
（暦年）

政策体系

北海道総合計画
((実績値-基準値)／(目標値－基準値))
×100

2,250目標値

年度

令和２年度　基本評価調書 施　策　名

増加

基 準 値

基準年度 H26 R2 最終年度

施策コード

評価年度 H29 H30 R１ 達成度合の分析ほか

食品衛生対策の推進

目 標 の 基 準 今 年 度 の 目 標 最 終 目 標

達成度合 A B B
【内的要因】
HACCPに沿った衛生管理の制度化の周
知や技術的支援などにより、HACCPの導
入は着実に進んでいる。
【外的要因】
平成30年６月、食品衛生法の一部が改
正され、HACCPに沿った衛生管理が制
度化された。

年    度 R1 R2 進捗率

目 標 値 1,650 1,800 2,250

実 績 値 1,583 - 1,583

達成率 94.1% - 70.4%

評価年度 H28 H29 H30 達成度合の分析ほか

達成度合 A A B ・最新の実績はH30年の統計の数値。
・H31年度に最終目標を達成しているた
め、目標値を引き上げた。

【内的要因】
昨年度目標値を引き上げたため達成度
合は下がったが、ほぼ目標を達成してお
り、引き続き付加価値向上に向けた取組
を進める。

【外的要因】

年    度 h30 r1 進捗率

目 標 値 6,842 6,910 7,200

実 績 値 6,730 - 6,730

達成率 98.4% - 93.5%

直近の成果指標
の達成率

100%以上　
90%以上
100%未満

80%以上
90%未満

80%未満 算定不可

●　達成度合について

達成度合 A B C D -



施策名 施策コード 04 ― 10

Ｐｌａｎ

0612 1(5)B 食品衛生監視費 食品衛生課 34,180 0 4.7 74.9 79.6 664,612

0613 1(5)B 食品衛生監視費（義務的経費） 食品衛生課 345 0 0.1 0.0 0.1 1,137

0614 1(5)B 食品衛生検査費 食品衛生課 104,242 97,804 2.5 34.9 37.4 400,450

0615 1(5)B 食品衛生強化対策費補助金 食品衛生課 5,169 5,169 0.1 0.0 0.1 5,961

0616 1(5)B 乳肉及び水産食品衛生指導費 食品衛生課 30,454 10,514 1.6 32.2 33.8 298,150

0617 1(5)B 生活衛生広域監視指導事業費 食品衛生課 2,160 2,160 0.1 10.2 10.3 83,736

0618
1(5)B
2(2)B

ＨＡＣＣＰ推進対策費 食品衛生課 3,699 1,220 1.2 15.1 16.3 132,795

0619 1(5)B と畜検査費 食品衛生課 170,893 0 1.3 108.8 110.1 1,042,885

0620 1(5)B と畜検査費（維持費） 食品衛生課 77,506 0 0.2 11.3 11.5 168,586

0621 1(5)B 食鳥検査指導費 食品衛生課 17,448 0 0.5 15.6 16.1 144,960

0622 1(5)B 食鳥検査指導費（維持費） 食品衛生課 3,718 0 0.1 1.7 1.8 17,974

0623 1(5)B 食鳥検査指導費（義務的経費） 食品衛生課 30,492 0 0.1 1.7 1.8 44,748

乳肉水産食品の安全を確保するために、食品衛生法に基づき、製造施設等に対する監
視指導及び製品等の検査などを行う。

うち
一般財源

本庁 出先 機関 人工計

食品衛生法に基づき、監視指導計画を定め、食品関係施設の監視指導等を行う。

製菓衛生師試験に関する事務

食品衛生法に基づき、規格基準等について検査を行い、不良な食品等を排除する。

（社）北海道食品衛生協会が実施する食品衛生指導及び食品衛生啓発事業に補助する。

中心的保健所10カ所に設置した生活衛生監視指導班が、高度な衛生管理が必要な食品
製造施設等を対象に、広域的に高度専門的な監視指導を行う。

HACCP（ハサップ）の手法を取り入れた自主衛生管理の導入を推進し、道民に安全な食
品を提供するとともに、衛生的付加価値の向上を図る。

と畜場法及び北海道食品衛生監視指導計画に基づきと畜検査及び衛生監視を実施す
る。

と畜場法及び北海道食品衛生監視指導計画に基づきと畜検査及び衛生監視を実施する
（庁舎等の維持運営に係る経費）。

食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律、北海道食品衛生監視指導計画に
基づき、食鳥肉の安全を確保するため、検査対象食鳥処理場等において検査及び指導を
行う。

食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律、北海道食品衛生監視指導計画に
基づき、食鳥肉の安全を確保するため、検査対象食鳥処理場等において検査及び指導を
行う（庁舎等の維持運営に係る経費）

食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律、北海道食品衛生監視指導計画に
基づき、食鳥肉の安全を確保するため、検査対象食鳥処理場等において検査及び指導を
行う（食鳥検査員の確保に要する経費）

令和２年度　基本評価調書 食品衛生対策の推進

 (目標管理型行政運営システム実施要領別紙様式1）

４　事務事業の設定

整理番号
政策
体系

事務事業名 事務事業概要
課・局
室名

前年度から
の繰越事業
費（千円）

令和２年度

事業費
（千円）

執行体制
フル
コスト

（千円）



0624 1(5)B 食品衛生指導諸費 食品衛生課 803 803 0.4 12.0 12.4 99,011

0625 1(5)B 牛海綿状脳症検査費 食品衛生課 10,755 7,389 0.2 1.2 1.4 21,843

0626 1(5)B 狂犬病予防対策費 食品衛生課 116,065 115,164 0.4 12.6 13.0 219,025

0627 1(5)B 養成施設指定等事業費 食品衛生課 1,472 1,472 0.9 0.0 0.9 8,600

0 609,401 241,695 14.4 332.2 346.6

化製場等に関する法律に基づき、化製場等における死亡獣畜の適正処理を推進する他、
公衆衛生獣医師を確保するため、獣医学生を対象に募集活動等を行う

と畜場法、牛海綿状脳症特別措置法に基づき、牛及びめん羊・山羊を対象に牛海綿状脳
症（ＢＳＥ）検査を実施する。

狂犬病の発生やまん延を防止するため、狂犬病予防法に基づき未登録犬及び未注射犬
の捕獲・抑留等を実施する。

養成施設の指定等の適切な事務及び、適正な運営の確保を図るための指導監督を行う。

計



―

(1)成果指標の分析

(2)取組の分析

1

2

3

4

令和２年度　基本評価調書 施　策　名 食品衛生対策の推進 施策コード 04 10

-

100%以上　
90%以上
100%未満

80%以上
90%未満

80%未満 算定不可

 Ｄｏ & Ｃｈｅｃｋ　　　施策評価　一次政策評価結果（各部局等による評価）　
5  一次政策評価結果と翌年度に向けた対応方針等

政策体系

達成度合の集計

判定 成果指標の分析A B C D

A・B指標
のみ

・HACCP導入施設数は平成30年度の目標を概ね達成し、HACCP制度化の施行に向け、HACCPの導入は着実に進んでいる。
・引き続きHACCP制度化の施行に向け、人材育成や食品等事業者に対する周知や現地指導による技術的支援を行う。

2(2)B 1
A・B指標

のみ
昨年度目標値を引き上げたため達成度合は下がったが、ほぼ目標を達成しており、引き続き付加価値向上に向けた取組を進める。

1(5)B 1

-

計
0 2 0 0 0 A・B指標

のみ

基準２～４
（施策の推進に当たり取組が認められる）

取組がある
（○あり→取組がある）

取組があるとする理由（新型コロナウイルス感染症の影響で取組がない場合は理由を記載）

施策の推進に当たり、国等に要望・提案を
行い、実現に向けて進捗しているか

○ 小規模事業者へのHACCP導入支援やHACCP制度化に対応した監視手法等の平準化を国に要望しており、状況の進捗が認められる。

基準1
（施策の推進に当たり対応すべきもの）

対応している
（○→対応している）
（△→コロナの影響）

理　由

計画した取組を着実に進め、かつ社会情勢
や道民の要請等を踏まえた課題等に対応し
ているか

△
パブリックコメントの結果を踏まえ、毎年度策定する北海道食品衛生監視指導計画に基づき、食品の検査、監視指導、HACCP講習会等を実施しており、
実施した結果についてもホームページで公表している。
新型コロナウイルス感染症の拡大防止の観点から、監視や講習会を最小限とした。

　　 　 ・基準１が「○」で、かつ基準２～４のうち１つ以上に「○」がある→ a
判定　・基準１が「○か△」ではない、又は基準１は「○か△」だが基準２～４に１つも「○」がない→ ｂ
　　　　・基準１が「△」で、かつ基準２～４のうち１つ以上に「○」がある→ ｃ

c

道民からのニーズを的確に把握し、施策推
進に役立てているか

○ 毎年度、北海道食品衛生監視指導計画の策定の際にパブリックコメントを実施することにより、道民の意見を把握し、同計画に反映している。

施策の推進に当たり、他の施策・部局との
連携や地域・民間との連携･協働による成
果を確認できるか

○
関係部局が開催する講習会へ講師を派遣してHACCPをテーマに講話をする、情報共有に係る関係部局との会議に参加するなど、施策の推進に当たり
連携しており、成果が確認できる。また、食品衛生関係団体と連携して、消費者啓発や食品等事業者への衛生指導等を実施しており、成果を確認でき
る。



(3)総合評価と対応方針等

成果指標の分析 取組の分析
総合評価

判定(計） 判定

A・B指標のみ c
効果的な取組を検討して引き

続き推進
対応方針 関連する計画等

対応方針
番号

政策体系 内　　　　容 方向性
事務事業
整理番号

事務事業名
北海道創生
総合戦略

北海道
強靱化計画

知事公約

① １（５）B

【HACCP導入促進】
・HACCP制度化の施行に向け、HACCP導入の進んでいない業種等に対し、導入支援のため、講習会等によ
る人材育成に取り組むほか、リーフレット等の配布による周知や現地指導による技術的支援を行う。
・HACCPに関するPRを実施する予定であったイベントが一部中止となったほか、講習会開催を一部見合わ
せたが、今後については、新型コロナウイルス感染症の感染拡大予防に努めながら、当事業を実施する予
定。

改善（取組
分析）

0618 HACCP推進対策費 A3124 C0110

② １（５）B

【食品の安全性確保対策】
・食品衛生監視指導計画に基づく施設監視や食品検査などにより、道民の健康保護及び食品の安全性確
保を図る。
・北海道監視指導計画に基づく監視や検査が一部中止になったが、今後については、新型コロナウイルス感
染症の感染拡大予防に努めながら、当事業を実施する予定。

改善（取組
分析）

0612 食品衛生監視費



施　策　名 施策コード

＜意見区分；　施策の緊急性・優先性・事務事業の有効性＞

＜事務事業評価 意見区分；　前年度評価結果への対応など＞

事務事業

付加意見

施策

事務事業
Ⅰ

0612 食品衛生監視費

新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ、施策の目標達成に向け事業内容を精査すること。

0618 HACCP推進対策費

対応方針
番号

事務事業
整理番号

事務事業名

 Ｃｈｅｃｋ　　施策評価・事務事業評価　二次政策評価結果（知事による評価）

６　二次政策評価結果（知事による評価）

対応方針
番号

事務事業
整理番号

事務事業名 付加意見

令和２年度　基本評価調書 食品衛生対策の推進 04 ― 10



04 － 10

対応方針
番号

①

②

対応方針
番号

（３）事務事業への反映状況

 Ａｃｔｉｏｎ　　施策・事務事業評価

令和２年度　基本評価調書 施　策　名 食品衛生対策の推進 施策コード

＜意見区分；　施策の緊急性・優先性・事務事業の有効性＞

７　評価結果の反映
（１）一次政策評価結果への対応

対応 事務事業

＜新たな取組等＞
・ＨＡＣＣＰ制度化について、道のホームページやリーフレットの配布等により周知するとともに、現地指導による技術的支援を行っていく。また、ＨＡＣＣＰ導入に係る動画を
作成し、非集合型の講習会を開催できる環境を整えていく。
・北海道ＨＡＣＣＰ自主衛生管理認証制度について、導入の手引書を作成し、道内の食品製造業者に配布して周知していく。

改善：HACCP推進対策費

＜新たな取組等＞
新型コロナウイルスの感染予防対策に留意しながら立ち入り指導等を行い、道民の健康保護及び食品の安全性確保を図っていく。

改善：食品衛生監視費

（２）二次政策評価結果への対応(付加意見への対応状況）

事務事業
整理番号

事務事業名 各部局の対応（令和３年３月末時点）

施策
事務事業 Ⅰ

0612 食品衛生監視費

0618 HACCP推進対策費

ホームページやリーフレットの配布による周知や非集合型講習会の実施により、新型コロナウイルス感染症の影響を最小限にしつ
つ施策の目標達成に向けた取組を進める。

終 了 合 計
次年度新規事業

（予定）

反 映 結 果
2

方　向　性 拡 充 改 善 縮 小 統 合 廃 止

2 0

事務事業
整理番号

事務事業名
一次政策評価におけ

る方向性（再掲）
次年度の方向性

（反映結果）

食品衛生監視費

HACCP推進対策費

0612 改善 改善

0618 改善 改善


